
小笠原諸島の効果的な保全管理のための
大陸地殻の形成過程に関する研究

 現在、「世界自然遺産小笠原諸島管理計画」の見直しが行われて
おり、当初、登録を目指していた地形・地質に関する知見や情報
の収集、分析、検討を実施し、遺産価値の再評価を行う方針が示
された。

 近年、遺産の登録地域でもある西之島の火山活動が活発化してい
る時期を捉え、小笠原諸島における地形･地質の研究を行うこと
は世界遺産の本来の価値を適切に評価し、大陸形成のメカニズム
解明する上で重要である。

 地球科学的な観点から小笠原諸島の島弧形成
過程の成り立ちを研究分析し、学術的な重要
性とその価値を明らかにすること。

 大陸地殻形成における重要な進行中の地質学
的過程の観点から、西之島の形成過程との関
係性を明らかにすること。

 遺産価値の再評価を行うこと。

 特に西之島に着目して小笠原諸島の地形・地
質の保全状況を明らかにし、効果的な保全管
理の在り方を提案すること。

 小笠原諸島の世界自然遺産としての価値の再
評価を行うことで、次期世界自然遺産小笠原
諸島地域管理計画の履行に貢献。

 特に西之島を中心に最新の地形・地質及びそ
の保存状況及びその保全管理手法が明らかに
なることで、保全施策の立案・実行に貢献。

 世界遺産としての顕著で普遍的な価値の再評
価に貢献。

研究開発の背景・必要性

求める研究開発の成果（科学的知見） 研究開発成果の活用方法

担当課室 自然環境局 自然環境計画課

西之島
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希少野生動物と自動車等との衝突防止技術及び保全対策技術の開発のための研究

世界自然遺産「奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島」は、生物多様性の保全上重要な地
域であるが、地域内ではイリオモテヤマネコ、アマミノクロウサギ、ヤンバルクイナ等のロード
キルは後を絶たず、事故防止対策は喫緊の課題となっている。人の生活と希少野生動物の軋轢を
低減するためには、これまでの関係機関の取組みに加えて保全対象となる野生生物の生態学的特
性を取入れた対策が必要と考えられる。

研究開発の背景

自然環境局野生生物課担当課室
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対象種の生態学的特性を踏まえつつ事故要
因を解析し、道路への侵入を回避させたり、
道路上及び道路脇に生息する対象種に自動車
等の接近を知らせたりするための手法等につ
いて研究開発する。

研究開発の成果

発生メカニズムを踏まえたロードキル対策の
体系化を図り、関係機関が連携して研究開発成
果の運用を行って事故対策に取組む。また、研
究で得られた成果と手順は同様の取組みが必要
な地域での取組みに活かせるものと考えられる。

研究開発成果の活用方法

希少種の生態学
的特性を踏まえ
た事故要因解析

と対策

より効果的な事故
対策の実施による
事故発生の減少

現在の取組 求める研究成果

希少野生動物と自動車等との衝突防止技術及び保全対策技術の開発のための研究
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絶滅のおそれのある陸産貝類保全のための外来種防除技術の開発

研究開発の背景

貝食性外来種の侵入により、小笠原や沖縄では固有陸産貝類が絶滅のおそれ ⇒生息域外保全は25種（全体の1/4以下）
小笠原：固有陸産貝類の絶滅＝遺産価値喪失の重大な危機／沖縄島：今後遺産地域やんばるへの影響懸念
貝食性外来種の特性に応じた防除技術の一刻も早い開発が望まれている

小笠原諸島世界自然遺産
大陸とつながったことのない海洋島ゆえに
適応放散による進化の過程が顕著に見られる

固有陸産貝類は遺産の中核的価値！

貝食性プラナリア類により
固有陸産貝類が絶滅のおそれ

遺産価値喪失の危機
危機遺産は避けたい

絶滅回避のための
生息域外保全

長期飼育による
遺伝的劣化の懸念も･･･沖縄島南部：国内外来種のヤエヤママドボタルが分布拡大

大東諸島：貝食性プラナリア類の侵入

固有陸産貝類が絶滅のおそれ

やんばる地域への分布拡大の可能性
遺産価値である生物多様性への

影響が強く懸念

沖縄県作成チラシ

アジアベッコウなど
新たな外来種による脅威も

小笠原：22種

沖縄：３種

ヤエヤママドボタル
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絶滅のおそれのある陸産貝類保全のための外来種防除技術の開発

求める研究開発の成果

担当課室

研究開発成果の活用方法

行政ニーズ名
 固有陸産貝類の脅威となっている貝食性外来種４種について、それぞれの種の生理的・生態的な特性等を把握の上、

実用可能な防除技術を開発する。
 島嶼域は生態系が脆弱であることから、固有の生態系への悪影響を最小限にする手法が求められる。

行政ニーズ名 貝食性外来種の拡大スピードの低減や早期発見等による効率的防除に活用 ⇒将来的には根絶を目指す
 レフュージア（避難地）の創出・維持 ⇒陸産貝類の野生復帰に向けた取組に応用

行政ニーズ名自然環境局野生生物課希少種保全推進室

 本研究成果は、小笠原の世界自然遺産の中核的価値の保全に
直接的に寄与

 国内外の島嶼生態系に対して壊滅的な影響が懸念されている
貝食性外来種問題の解決に貢献

ニューギニアヤリガタリクウズムシ
エリマキコウガイビル
駆除剤の開発や効果検証、
誘引・忌避物質の特定とその技術応用など

（外来の貝食性貝類）アジアベッコウ
（国内外来種）ヤエヤママドボタル
嗜好性や行動特性等を利用した効果的な誘引防除技術、
移動阻害技術など

ニューギニアヤリガタリクウズムシ エリマキコウガイビル アジアベッコウ ヤエヤママドボタル

プラナリア類侵入監視用の検出板屋外飼育施設
樹上からのプラナリア類侵入が課題

（応用例）

（外来の貝食性プラナリア）
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国内の希少な鳥類及び哺乳類における感染症リスクに関する研究

行政ニーズ名

研究開発の背景

研究開発の成果

自然環境局 野生生物課 鳥獣保護管理室担当課室

研究開発成果の活用方法

１．野生鳥獣に関する感染症の実態把握・対策の検討状況
✓環境省は令和3年度から、主要な感染症ごとに、過去の発生事例等から生物多様性保全上のリス
ク評価を実施し、特に注意すべき感染症として高病原性鳥インフルエンザやSFTS等を特定

✓近年、世界的に高病原性鳥インフルエンザの発生が拡大するなど、感染症に関連した生物多様性
保全への脅威は増し、そのための対策が急務
２．生物多様性保全上の希少種における課題
✓優先的に対策を講ずべき希少な鳥類及び哺乳類を特定するには、種ごとの感染症への感受性等の
知見が必要であるものの、その希少性から、これらの情報は欠如

→個体数の限られる希少種に適した感染症の感受性評価手法を確立し、それを踏まえて希少種
保全を推進することが必要

１．感染症への感受性等の知見から絶滅リスクを評価

２．高リスク種及び感染症へ優先的に対策の推進

３．保護施設の防疫体制の強化

高病原性鳥インフルエンザによる
大量死発生時の野鳥の回収風景

感受性等の知見は、それらの野生鳥獣に関わる人の感染
予防や人による伝播予防にも活用し、ワンヘルス・アプ
ローチで防疫対策に寄与

１．希少種に適した感染症への感受性評価手法を確立
✓鳥インフルエンザ、SFTS等の感染症を評価
✓その希少性から効率的・低侵襲的な手法が必要

２．新たな手法により、各種感染症への感受性を調査
✓保全対策の優先度判断に活用することを想定

そのリスクに応じて

？

？
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世界自然遺産地域における持続可能な観光管理手法の開発

 世界自然遺産地域においては、新型コロナウイルスの感染収束
に伴い、国内外から大幅な観光客の増加が予想され、オーバー
ユース等による資産価値への悪影響が懸念。

 各地域における資産の保護と管理は、世界遺産条約に基づく締
約国の義務であり、とりわけ2021年に登録された奄美・沖縄で
は、観光管理を徹底するよう世界遺産委員会から勧告。

 世界自然遺産地域における観光管理手法の開発が喫緊の課題。

 利用動態に関する基礎的な情報及び指標が不足しており、これ
らを充実させることが不可欠。

 既存の世界自然遺産５地域又はその一部を対
象として、観光利用が遺産の顕著で普遍的な
価値（生態系や生物多様性等）に与える影響
を、定量的に評価するための指標を開発。

 行政のリソースやコスト、地域の実情及び実
現可能性等を勘案したうえで、地域資源を活
用した持続可能な地域振興のための観光管理
手法を提示。

 可能であれば、複数のシナリオを用いた将来
予測を行うこと。

 既存の世界自然遺産地域の観光影響負荷やそ
の要因分析、今後の予測等を通じ、観光振興
やオーバーツーリズム対策を講じる施策に役
立てる。各地域において持続可能な地域振興
施策を立案するための基礎とする。

 世界自然遺産５地域のうち「奄美・沖縄」に
ついては、世界遺産登録に当たり世界遺産委
員会から観光管理を徹底するよう勧告されて
おり、その課題解決のための基礎資料として
活用する。

研究開発の背景・必要性

求める研究開発の成果（科学的知見） 研究開発成果の活用方法

担当課室 自然環境局 自然環境計画課

2022年にオープンした奄美大島世界遺産セン
ターには開館から1年間で15万人以上が訪れた。
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三次元情報処理技術等を活用した
効率的な登山道管理支援技術の開発

近年、登山道の管理において官民共同の取組が進む中、その円滑な実施や取組の促進を図
るうえで、登山道や周辺植生の状況や登山道等での保全作業の成果の記録と、それを基にし
た評価の実施、共有がこれまで以上に重要となっている。

一方で、登山道の状況把握・記録は作業に係る労力や費用が非常に大きく、国立公園にお
いても、長大かつ多くの計画路線（登山道等）の情報を一元的に記録する技術や体制が整っ
ておらず、登山道情報の整理や更新が十分に図れていない。

このため、三次元情報処理技術（LiDER搭載モバイル端末等）を活用した、登山道浸食の
経年変化の算出や、微細な植生図作成等、効率的な登山道管理支援技術の開発が必要である。

LiDER搭載モバイル端末を活用した三次
元計測技術による高精度な微地形計測が可
能となるとともに、そのデータの時系列比
較による変化の算出（計測）又は微細な植
生図作成技術が開発されること。

また、使用者（計測者）による成果のば
らつきが生じないよう、計測方法の簡易化
と一般化等を検討し、モバイル端末のアプ
リケーションとして実装されること。

本研究により開発されたLiDER搭載モバイ
ル端末及びアプリケーション等を官民共同の
登山道管理に活用し、国立公園における「歩
道（登山道）カルテ」の作成や、登山道の補
修箇所及び周辺植生の記録とその時系列変化
による効果検証等を行う。

また、これらのデータや検証結果を関係者
間で共有することで、登山道の適切な管理と
周辺植生の保全の推進が期待される。

研究開発の背景・必要性

求める研究開発の成果（科学的知見） 研究開発成果の活用方法

自然環境局国立公園課
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生物多様性保全と気候変動対策のトレードオフの評価・回避手法の開発

行政ニーズ名

研究開発の背景

・2023年3月末に閣議決定された生物多様性国家戦略2023-2030では、気候変動対策と生物多
様性保全のトレードオフの回避に言及。

・トレードオフの評価方法は確立されておらず、生物多様性の影響を生じると考えられる気候
変動対策の特定や、その影響を定量的に評価できる手法の開発が必要。

・気候変動対策で得られたエネルギー等を生物多様性保全に資する形で使用しトレードオフを
可能な限り回避することも必要。

生物多様性国家戦略2023-2030（令和５年３月閣議決定）

自然環境局 生物多様性戦略推進室担当課室

ネイチャーポ
ジティブ

生物多様性損失の５大要因の３番目に大きな要因が「気候変動」。
その損失を止め、反転させるためには、これまでの自然保護の取組
だけでは足りず、気候変動等との統合的対応が必要。
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生物多様性保全と気候変動対策のトレードオフの評価・回避手法の開発

行政ニーズ名

研究開発の成果

自然環境局 生物多様性戦略推進室担当課室

行政ニーズ名

研究開発成果の活用方法

・生物多様性保全に影響が生じやすいと考え
られる気候変動対策の特定とその影響度合
いの評価を行い生物多様性保全と気候変動
対策のトレードオフの回避のために優先的
に取り組む事項を特定。

・更に可能であれば今後継続的にトレードオ
フの影響をモニタリングできるような評価
手法を開発。

・生物多様性国家戦略2023-2030の指標や中
間評価にかかる科学的エビデンスとして活用

→生物多様性条約COP15で決定された「昆明・
モントリオール生物多様性枠組」のレビュー
メカニズムに沿って提出が要請される国別報
告書にも含める

Smith et al. 2022 
How do we best synergize climate mitigation 
action より抜粋・一部改変

対策 緩和ポテン
シャル

適応ポテンシャル 生物多様性影
響

想定される影
響の全体概要

←例えば、
気候変動緩和策による緩和ポテンシャル（CO2ト
ン換算等）、適応ポテンシャル（人口換算等）、
生物多様性への影響の増減（想定される影響項目
毎に整理する等）を可能な限り定量的に示す

など

国内施策への貢献 ＋ 国際発信
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モンゴル国ゴビ地域における森林資源の保全と持続可能な利用が砂漠化対処及び生物多様
性保全、気候変動適応に与える影響に関する研究

• 砂漠化対処条約は1992年の国連環境開発会議（地球サミット）を契機として制定された気候変動枠組条約、
生物多様性条約と並び三姉妹条約と呼ばれており、砂漠化対策は、気候変動の適応の分野、生物多様性の損
失への対処として、相乗効果が期待されている。

• IPCC第6次評価報告書「土地関係特別報告書」（2019年）：「砂漠化に対処するための多くの活動は気候変動
への適応に寄与しうるほか、緩和の共便益（コベネフィット）を伴って気候変社会に対する持続可能な開発
の共便益を伴って生物多様性の喪失の抑止に寄与しうる」

• SDGｓ目標15：「陸上生態系の保護、回復および持続可能な利用の推進、森林の持続可能な管理、砂漠化への
対処、土地劣化の阻止および逆転、ならびに生物多様性損失の阻止を図る」

• 気候変動により干ばつ・砂嵐が増加することが予測されている。（IPCC報告書）
→実際にモンゴル国ドンドゴビ県では干ばつ傾向にある。
→同県では砂嵐が増加しており、人や家畜の被害も増加。

研究開発の背景

担当課室：自然環境計画課
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モンゴル国ゴビ地域における森林資源の保全と持続可能な利用が砂漠化対処及び生物多様
性保全、気候変動適応に与える影響に関する研究

• サクサウール林の生理・生態的特性及びサクサウール林が提供する生態系サービスの社会経済学的特性を
明らかにしてほしい。

• サクサウール林の持続的な利用・管理や保全・再生が、砂漠化対処のみならず、生物多様性の保全や、気
候変動への適応策にどのような影響を与えるか、科学的に明らかにしてほしい。

【サクサウールとは】
• 最大３mほどの灌木。ユーラシア全土の砂漠に生える。
• ゴビ地域において燃料利用により劣化。
• 砂漠化対処国家行動計画において、
保護と再生が必要な森林資源の中でも、特にザグが強調。

• 遊牧民が、家畜の餌として利用（特に干ばつ時）。
• 林床には、薬草や希少植物。

研究開発の成果

担当課室：自然環境計画課

• 砂漠化対処による効果の向上のみならず、気候変動適応や昆明・モントリオール生物多様性枠組とのマル
チベネフィットを促進することが可能。

• 特に、同枠組のターゲット２「劣化した生態系の30%の地域を効果的な回復下に置く」への貢献。
• 2026年に砂漠化対処条約締約国会議がモンゴルで開催されることから、本成果を効果的に世界に発信する
• モンゴル国自然環境・観光省と連携することで、「10億本の木国家運動」等のモンゴル国の政策に活用。
【「10億本の木」国家運動】

• 2030年までに10億本の植林を行う。21の県で2,000万本/県で分担、企業やNGO等も植林を行う。
• 気候変動対策や砂漠化緩和等のために設定した7つの目標の1つに「砂漠化・土地劣化の緩和、砂塵や
砂の嵐の主要因の防止、砂の移動の緩和」があり、その目標達成に向け、植生が自然回復可能な仕組
みを構築するとしており、ゴビ地域で在来種のザグの回復も計画されている。

研究開発成果の活用方法
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分布拡大先端地域及び未侵入地域等における早期外来種対策推進のための
被害予測ツール並びに効果的な防除手法の開発

研究開発の背景

担当課室 自然環境局外来生物対策室

■「未定着の特定外来生物」や、「定着が限定的な特定外来生物」
の対策は、国の責務！

■ 定着した特定外来生物の対策は、地方自治体の責務に！
→ 国の役割として「地方自治体への技術的支援」が必要に！

・早期発見・早期防除技術等の開発

・被害が顕在化する前段階での被害・対策経費の予測技術の開発

・地方自治体を始めとする多様な主体が活用可能で、効率的・効果的な対策技術の開発

■ しかし、そうした知見や技術が少なく、地方自治体・NPO等が対応に苦慮している事例も
多い（国も！）。

→「被害予測ツール」や「簡易/安価で、かつ効果的な防除体制手法」の開発等は急務

研究開発成果の活用方法

■ 国・地方自治体・NPO等の多様な主体が特定外来生物の防除に活用可能
→ 分布・被害拡大の防止を図り、低密度化や根絶への足がかりに！
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研究開発の成果

担当課室 自然環境局外来生物対策室

◎分布拡大の先端地域・未侵入地域における侵入早期の政策判断のための被害及び対策経費の予
測・評価手法

◎分布拡大先端地域や未侵入地域における、初期侵入の検知・効率的防除手法及び効果的防除体制
構築手法

○化学的防除や新たな罠の開発など、革新的な防除技術
○順応的管理により、効果的に防除を進めるための防除結果の評価手法・指標

【例えば…】
・まだ分布しきっていない外来の哺乳類（アライグマ等）や水生植物（ナガエツルノゲイトウ等）など、複数

の分類群を対象として、各地方自治体の条件(土地利用、気候条件等)に応じて「侵入初期」と「定着期」で、
被害と対策経費が予測・評価できる手法の構築

・まだ分布しきっていない外来の動植物のうち被害が見えにくいもの（クリハラリス等）を対象として、今ま
でより遙かに安価で初期侵入を検知する手法または自動的に防除を行う罠等の開発

・薬剤が浸透しにくいゴケグモ属の卵嚢に浸透することで、側溝等を効果的に燻蒸可能な防除技術の開発

・密度低下のための効果的な防除手法・技術に乏しいセイヨウオオマルハナバチの防除技術の開発

・抜草・刈り取り等の労力がかかる外来植物（アレチウリ等）について、土壌動物相を指標にしたリスク評価
に基づく、安価・容易で効果的かつ環境影響の少ない化学防除手法の開発

・対馬から本土に上陸しつつあり、対策が急務となっているツマアカスズメバチについて、本土内での分布拡
大能力・生態リスクの早急な予測及び緊急防除手法の開発

分布拡大先端地域及び未侵入地域等における早期外来種対策推進のための
被害予測ツール並びに効果的な防除手法の開発
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島嶼における外来ネズミ類の根絶手法の開発
及び殺鼠剤の非標的種への影響の解明

 島嶼では、殺鼠剤散布により生物多様性に被害を与える外来ネズミ類を一時的に
減少させることができるが、地形が複雑な場所等では根絶が困難。例えば、小笠
原諸島では遺産価値である陸産貝類等に甚大な被害を及ぼすなど、各地で問題と
なっている。

 生態学・毒性学等の見地から外来ネズミ類の対策効果を検証し、統計モデル等の
活用も視野に効果的な根絶手法を開発する必要がある。

 第二世代殺鼠剤の使用が議論されていることを踏まえ、当該殺鼠剤の非標的種へ
の影響等を解明する必要がある。

 島嶼における外来ネズミ類対策のための効果的な殺鼠
剤の散布時期、場所、範囲、量等の情報が科学的見地
から評価され、根絶に至る手法が提案されること。

 非標的種（特に陸産貝類やアカガシラカラスバトと
いった国内希少種等）が直接または間接的に第二世代
殺鼠剤に曝露された場合のリスク評価について、既存
の殺鼠剤との比較研究が行われること。

 小笠原諸島における外来ネズミ類対策の
出口戦略の検討に直結。

 第二世代殺鼠剤の利用可能性を見出すこ
とができた場合、世界自然遺産小笠原諸
島の遺産価値の中核となる固有陸産貝類
の保全のための主要なツールとして活用。

 既存の殺鼠剤との比較研究により、他の
島嶼地域はもちろん本土内の林地等で実
施しているネズミ類殺鼠剤駆除対策への
応用が期待。

研究開発の背景・必要性

求める研究開発の成果（科学的知見） 研究開発成果の活用方法

担当課室 自然環境局 自然環境計画課

クマネズミによる食害を
受けた希少カタツムリ

殺鼠剤
散布及
び海洋
流出防
止のた
めの回
収作業
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健全な生態系の確保に向けた普通種等の生物多様性及び生息・生育地の見える化手法の開発

行政ニーズ名

研究開発の背景

・2023年3月末に閣議決定された生物多様性国家戦略2023-2030では、絶滅危惧種ではない普
通種も含めて生物群集全体の健全性を確保することを目指している。

・その健全性を的確に評価するための普通種等の生物量や遺伝的多様性の状況、さらには普通
種等の生息・生育地にもなる持続可能な利用がなされている地域等の把握は十分になされて
いない。

生物多様性国家戦略2023-2030（令和５年３月閣議決定）

自然環境局 生物多様性戦略推進室担当課室

自然共生サイト（※）の管理者が地域主体で継続的にモ二タリングを
実施するための手法としてエリアごとに代表的な普通種の昆虫を30種
ほど選定しており、今年度検証を進めている。

※「民間の取組等によって生物多様性の保全が図られている区域」を国が認定する区域。認
定区域は、保護地域との重複を除き、「OECM」として国際データベースに登録。

令和４年度 第３回
「OECMの設定・管
理の推進に関する検
討会」参考資料2-2

より抜粋

4-11



行政ニーズ名

研究開発の成果

自然環境局 生物多様性戦略推進室担当課室

行政ニーズ名

研究開発成果の活用方法

健全な生態系の確保状況を見える化するため以下のいずれかを開発
①普通種等の種の多様性や生物量のトレンドの把握方法
②普通種等の遺伝的多様性の確保のトレンドの把握方法
③普通種等の生息・生育地にもなる持続可能な利用がなされている地域の健全性の類型化方法

・生物多様性国家戦略2023-2030の指
標や中間評価にかかる科学的エビデ
ンスとして活用

→生物多様性条約COP15で決定された
「昆明・モントリオール生物多様性
枠組」のレビューメカニズムに沿っ
て提出が要請される国別報告書にも
含める

例えば、

国内施策への貢献 ＋ 国際発信

健全な生態系の確保に向けた普通種等の生物多様性及び生息・生育地の見える化手法の開発

※継続的なモニタリングを念頭に金銭的コスト・人的コストの観点から評価を行いできるだけ効率的かつ簡易な方法とす
る。
※できるだけ高解像度かつ広範囲で地図上に示すことを期待。
※①②の対象となる分類群は、昆虫・両生類・魚類を想定。

イメージ↑空気中の環境DNAの分析による把握

・高精度の衛星画像解析
・AI技術の活用 など
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